
文化財保護法第 93条に基づく埋蔵文化財発掘の届出について 

文化財保護法では、埋蔵文化財包蔵地の範囲内で工事に伴う掘削作業を行う場合には、民間

施工の場合は文化財保護法第93条第1項に基づく届出を工事着手の60日前までに、国や地方

公共団体の場合は文化財保護法 94条第 1項に基づく通知を計画策定の段階で、それぞれ市教

育委員会経由で県教育委員会へ書類を提出することが義務付けられています。  

この届出や通知に基づいて、県教育委員会から工事立会や発掘調査の実施などの取扱いの

指示が出されますが、その際に、工事による掘削が埋蔵文化財に影響を与えるかどうかを事前に

確認する試掘調査を市教育委員会等が行う場合もあります。 

なお、発掘調査の実施が必要との指示が出た場合には、文化財保護法の規定による諸手続き

の期間や発掘調査期間などの日数がかかり工事計画に影響を与える場合もあります。開発予定

地が埋蔵文化財包蔵地にかかる場合には、計画段階で市教育委員会にお問い合わせいただき、

埋蔵文化財に影響が及ばない工事計画への変更等の事前調整をされることが望まれます。 

以下、文化財保護法第 92条から 94 条抜粋をご参照ください。 

 

 

第六章 埋蔵文化財 

（調査のための発掘に関する届出、指示及び命令） 

第九十二条 土地に埋蔵されている文化財（以下「埋蔵文化財」という。）について、その調査のため土

地を発掘しようとする者は、文部科学省令の定める事項を記載した書面をもつて、発掘に着手しようとす

る日の三十日前までに文化庁長官に届け出なければならない。ただし、文部科学省令の定める場合は、こ

の限りでない。 

２ 埋蔵文化財の保護上特に必要があると認めるときは、文化庁長官は、前項の届出に係る発掘に関し必

要な事項及び報告書の提出を指示し、又はその発掘の禁止、停止若しくは中止を命ずることができる。 

（土木工事等のための発掘に関する届出及び指示） 

第九十三条 土木工事その他埋蔵文化財の調査以外の目的で、貝づか、古墳その他埋蔵文化財を包蔵する

土地として周知されている土地（以下「周知の埋蔵文化財包蔵地」という。）を発掘しようとする場合に

は、前条第一項の規定を準用する。この場合において、同項中「三十日前」とあるのは、「六十日前」と

読み替えるものとする。 

２ 埋蔵文化財の保護上特に必要があると認めるときは、文化庁長官は、前項で準用する前条第一項の届

出に係る発掘に関し、当該発掘前における埋蔵文化財の記録の作成のための発掘調査の実施その他の必要

な事項を指示することができる。 

（国の機関等が行う発掘に関する特例） 

第九十四条 国の機関、地方公共団体又は国若しくは地方公共団体の設立に係る法人で政令の定めるもの

（以下この条及び第九十七条において「国の機関等」と総称する。）が、前条第一項に規定する目的で周

知の埋蔵文化財包蔵地を発掘しようとする場合においては、同条の規定を適用しないものとし、当該国の

機関等は、当該発掘に係る事業計画の策定に当たって、あらかじめ、文化庁長官にその旨を通知しなけれ

ばならない。 

２ 文化庁長官は、前項の通知を受けた場合において、埋蔵文化財の保護上特に必要があると認めるとき

は、当該国の機関等に対し、当該事業計画の策定及びその実施について協議を求めるべき旨の通知をする

ことができる。 

３ 前項の通知を受けた国の機関等は、当該事業計画の策定及びその実施について、文化庁長官に協議し

なければならない。 

４ 文化庁長官は、前二項の場合を除き、第一項の通知があつた場合において、当該通知に係る事業計画

の実施に関し、埋蔵文化財の保護上必要な勧告をすることができる。 

５ 前各項の場合において、当該国の機関等が各省各庁の長（国有財産法（昭和二十三年法律第七十三号）

第四条第二項に規定する各省各庁の長をいう。以下同じ。）であるときは、これらの規定に規定する通知、

協議又は勧告は、文部科学大臣を通じて行うものとする。 
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